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①流域治水プロジェクトについて

流域治水プロジェクトを示し、ハード・ソフト一体の事
前防災対策を加速していくことが、国土交通省「総力
戦で挑む防災・減災プロジェクト」において示される。

【背景】

●令和元年東日本台風により、甚大な被害が発生した7水系において「緊急治水対策プロジェクト」に着手、
●さらに、平成30年7月豪雨や令和2年7月豪雨など近年激甚な水害が頻発し、今後、気候変動による降雨量の増

大や水害の激甚化、頻発化が予測

●このような水害リスク増大に備えるために、河川・下水道等の管理者が主体となって行う対策に加え、氾濫域も含
めて一つの流域として捉え、その流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる治水対策、
「流域治水」への転換を進めることが必要

【目的】

●流域全体で緊急的に実施すべき流域治水対策の全
体像を「流域治水対策プロジェクト」として策定・公表し、
流域治水を計画的に推進

全国7水系における「緊急治水対策プロジェクト」 全国の各河川で「流域治水プロジェクト」を公表

◆全国の一級水系を対象に、早急に実施すべき具体的な治水対策の
全体像を、都道府県や市町村と連携して検討し、国民にわかりやすく提示。

◆令和元年東日本台風（台風第19号）により、甚大な被害が発生した7水系において、
国・都県・市区町村が連携し、今後概ね5～10年で実施するハード・ソフト一体となった
「緊急治水対策プロジェクト」に着手。

事業費 期間 主な対策メニュー

阿武隈川上流

阿武隈川下流

鳴瀬川 吉田川 約271億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　浸水想定地域からの移転・建替え等に対する支援　等

荒川 入間川 約338億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　高台整備、広域避難計画の策定　等

那珂川 那珂川 約665億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

久慈川 久慈川 約350億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

多摩川 多摩川 約191億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堰改築、堤防整備
【ソフト対策】　下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化　等

信濃川

千曲川

合計 約5,424億円

水系名 河川名

信濃川

阿武隈川

緊急治水対策プロジェクト
（概ね５～１０年で行う緊急対策）

約1,840億円
令和10年度

まで

約1,768億円
令和9年度

まで

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　支川に危機管理型水位計及びカメラの設置
　浸水リスクを考慮した立地適正化計画展開　等

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　田んぼダムなどの雨水貯留機能確保
　マイ・タイムライン策定推進　等

【イメージ】 ○○川流域治水プロジェクト

高潮対策

遊水地整備

堤防整備

ダム再生

霞堤の保全

河道掘削
樹木伐採

■河川対策
・堤防整備、河道掘削
・ダム再生、遊水地整備 等

■ソフト対策
・水位計・監視カメラの設置
・マイ・タイムラインの作成 等

■流域対策（集水域と氾濫域）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等）等

★戦後最大（昭和XX年）と同規模の洪水を安全に流す

★ …浸水範囲（昭和XX年洪水）

災害危険区域
の指定

雨水貯留施設
の整備

排水施設の
整備

（対策メニューのイメージ）

※令和2年3月31日 HP公表時点

流域治水協議会



土地のリスク情報の充実
[国・県]

水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]

長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]

工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]

不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]

官民連携によるTEC-FORCE  

の体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]

排水門等の整備、排水強化

①流域治水プロジェクトについて
○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、

「流域治水」へ転換。
○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて

一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。
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集水域

河川区域

氾濫域

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]

治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]

土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]

河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]

「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]

雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]

二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]

土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策



①流域治水プロジェクトについて
1. 令和元年東日本台風で被災した７つの水系での「緊急治水対策プロジェクト」の推進にあわせ、 全国の河川であらゆる

関係者（国・県・市、民間事業者等）とともにハード・ソフト一体となった総合的な事前防災対策「流域治水プロジェクト」を加速

2. 気候変動による影響を踏まえ、

・新たな治水対策へ転換（基本方針・整備計画の見直し）

・雨水管理総合計画に基づく対策の推進（重点的に対策を実施する区域・整備水準・段階的な整備方針等の設定）

近年、各河川で発生した洪水・内水被害に対応
【全国の一級水系での『流域治水プロジェクト』】

・国管理河川においては、戦後最大規模洪水へ対応

・都市機能が集積している地区等において、既往最大の

降雨による内水被害へ対応（床上浸水を概ね解消）

１st

主な対策
・危険個所における水位低下対策（河道掘削等）

・壊滅的被害を防ぐための堤防強化対策

・事業中のダム・調節池等の早期効果発現

・雨水貯留施設等の貯留・排水施設の整備

・排水機場や下水道施設の耐水化

・利水ダム等既存施設の徹底活用（事前放流、改良）

・自然地の遊水機能の保全・活用

・水害リスクを踏まえたまちづくり計画等への反映

・近年の災害等を踏まえたBCPの継続的な見直し 等

２nd

気候変動で激甚化する洪水・内水による被害を回避

【気候変動適応型水害対策の推進】

・治水計画を、「過去の降雨実績に基づくもの」から、
「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」

に見直し、抜本的な治水対策を推進
・気候変動による影響を踏まえた雨水管理総合計画に

基づく対策を実施

気候変動による影響を踏まえた
河川整備基本方針や河川整備計画の見直し

速やかに
着手

【イメージ】 ○○川流域治水プロジェクト

高潮対策

遊水地整備

堤防整備

ダム建設・再生

霞堤の保全

河道掘削
樹木伐採

■河川対策
・堤防整備、河道掘削
・ダム建設・再生、遊水地整備 等

■ソフト対策
・水位計・監視カメラの設置
・マイ・タイムラインの作成 等

■流域対策（集水域と氾濫域）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・土地利用規制・誘導 等

★戦後最大（昭和XX年）と

同規模の洪水を安全に流す

河川区域・災害危険
区域等の指定

雨水貯留施設
の整備

排水施設の
整備

（対策メニューのイメージ）

…浸水範囲（昭和XX年洪水）

〔
ハ
ー
ド
対
策
〕

〔
ソ
フ
ト
対
策
〕
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①流域治水プロジェクトについて

計画や基準等を「過去の降⾬実績や潮位に基づくもの」から、
「気候変動による降⾬量の増加、潮位の上昇などを考慮したもの」へ 気候変動による影響

を反映した計画や基
準に則り、

流域治⽔をはじめ、
ハード・ソフト
一体となった抜本的
な対策に着手

○ 整備を超えるスピードで進行する気候変動に対応するため、気候変動適応型の水災害対策への転換が必要。

1st

・令和元年東⽇本台風で甚大な被害を受けた7⽔系の「緊急治⽔対策プロジェク
ト」と同様に、全国の一級⽔系でも、流域全体で早急に実施すべき対策の全体像

「流域治⽔プロジェクト」を示し、ハード・ソフト一体の事前防災対策を加速

・気候変動による⽔災害リスクの増大
に備えるためには、従来の管理者主
体のハード整備だけでは安全度を向
上させていくことは容易ではない。

・⾏政が⾏う防災対策を国⺠にわかり
やすく示すことが必要

氾濫危険⽔位を超過した河川数は、増加傾向

2014 2015 2016 2017 2018 2019
氾濫危険⽔位を超過した河川数（国管理・都道府県管理）

国管理
都道府県管理

159
83

455 474
403368

対

応

2nd

気候変動による河川の流量増⼤の反映イメージ 気候変動の影響により⾒直し対象となる対象外⼒の例

【抜本的対策に着手】

今世紀末時点での降⾬量の変化倍率（２℃上昇※ケース）

北海道北部、北海道南部、
九州北西部

1.15

その他12地域 1.1

※パリ協定（気候変動に関する国際的枠組み）における
将来の気温上昇を２℃以下に抑えるという目標を前提とした場合の算定結果

＜暫定値＞

課

題

対

応

・「流域治⽔」の考え方に基づき、堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層
加速するとともに、集⽔域から氾濫域にわたる流域に関わる全員で⽔災害対策を推進
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①豊川流域治水協議会について

【協議会の実施事項】

１． 豊川流域で行う流域治水の全体像の共有・検討

２． 河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む

「豊川流域治水プロジェクト」の策定と公表

３． 「豊川流域治水プロジェクト」にもとづく対策の実施状況のフォローアップ

４． その他、流域治水に関して必要な事項

【協議会の目的】

近年、令和元年東日本台風や令和２年7月豪雨をはじめとした激甚な水害が発生するなど、気候

変動により、水害が激甚化・頻発化している。

このため、豊川流域において、あらゆる関係者が協働して「流域治水」（流域全体で水害を軽減さ

せる治水対策）を計画的に推進するための協議・情報共有を行う。
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①豊川流域治水協議会 構成員について

6

【協議会の構成員】

※敬称略

機 関
構成員

役職 氏名 備考

豊橋市 市長 浅井 由祟

豊川市 市長 竹本 幸夫

新城市 市長 穂積 亮次

設楽町 町長 横山 光明

愛知県 建設局長 鎌田 裕司 河川・ダム・下水道

独立行政法人水資源機構 豊川用水総合事業部長 細山田 真 ダム管理者

国土交通省 設楽ダム工事事務所長 真鍋 将一

国土交通省 豊橋河川事務所長 小林 賢次



①流域治水協議会での検討事項と今後の進め方（案）１／２

１．流域における土地利用などのリスク評価

２．河川における対策、流域における対策、ソフト対策

・既存の事業化されているもの、１０～１５年で実施する事業の目標と対策を収集、共有

３．流域での対策検討（アクションプログラム、豪雨対策プログラム等の検討）

・各事業者が主体的に事業を進めるため関連事業との連携を考慮した対策（案）として、各

自治体毎に治水対策、流域対策、ソフト対策を検討

４．流域治水プロジェクトへの反映

・各自治体毎に検討された対策（案）を基に、流域全体で取り組んでいく対策を決定し、

流域治水プロジェクトに反映

５．大規模氾濫減災協議会への情報提供

・流域治水プロジェクトの公表にあたり、大規模氾濫減災協議会の取り組み方針内容と

の整合をはかり公表
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5.0

0.0

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

豊川水系流域治水プロジェクト【中間とりまとめ（案）】
～日本の東西をつなぐ「交通の要衝」を水害から守る流域治水対策～

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚
大な被害が発生したことを踏まえ、豊川水系においても、事前防
災対策を進める必要があることから、以下の取り組みを実施して
いくことで、国管理区間においては、戦後最大の昭和44年8月洪
水と同規模の洪水に対し、破堤等による甚大な被害を防止すると
ともに流域における浸水被害の軽減を図る。

凡例

霞堤対策

実績浸水範囲

（戦後最大の昭和44年8月洪水）

大臣管理区間

豊川

昭和44年8月洪水
全壊流失7棟、半壊・床上浸水919棟、
床下浸水838棟 等 （豊川水系）

設楽ダム建設

金沢霞堤対策

小堤

賀茂霞堤対策

小堤

下条霞堤対策

小堤

支川背水対策

下水道整備(豊川市)

下水道整備(豊橋市)

河道整備
(愛知県：宇蓮川・善光寺川 等)

牛川霞堤対策

小堤

支川背水対策

豊川市江島町
（旧宝飯郡一宮町江島）

■河川における対策
対策内容

河道掘削、河道整備(国、愛知県)
霞堤対策［小堤、支川排水対策］4箇所（国 等）
設楽ダム建設（国）

位置図

大野頭首工

宇連ダム

大島ダム

事前放流構築３ダム

総有効貯⽔容量
4,060万m3

洪水調節可能容量
490万m3

総有効貯水容量の約12％

○現在の豊川水系の状況

総有効貯⽔容量
4,060万m3

洪水調節容量
なし

○今回の取組後の状況（最大）

河道掘削

■流域における対策
・排水作業準備計画の検証
・利水ダム等３ダムにおける事前放流等の実施、体制構
築（関係者：水資源機構など）

・下水道（⾬水）整備 (豊橋市、豊川市)

・防災・減災のための住まい方や土地利用：
立地適正化計画（豊橋市、豊川市）

・規制・誘導（災害危険区域等） 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

■ソフト対策
・被害最小化対策：

「みずから守るプログラム」の普及促進（愛知県）
洪水プッシュ型情報配信、水害リスクライン配信、
避難場所や経路に関する情報周知、
防災講座、防災訓練の促進

・ソフト対策のための整備：
水害リスクの高い区間の監視体制の整備 等

※今後、関係機関と連携し対策検討

２／２
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②水害リスクライン（水位予測情報）の活用について
洪水予報による周知水位をレベル化

災害の切迫感をわかりやすく住民に伝えることを目的として、河川洪水予報と警戒レベ
ルの関連を明確化。

水位予測の一般住民への周知

水害リスクラインの概要
• 国土交通省では洪水時の水位予測精度の高度化を進めるとともに、予測結果等を

元に災害の切迫性を分かりやすく伝える取組の一つとして、上流から下流まで連続
的に洪水の危険度が分かる【水害リスクライン】による水位情報の提供を開始。

• リスクラインの表示は、今年度より運用が開始された避難行動・情報の警戒レベル
と一致。

• 水害リスクラインを確認することで、住民は近傍河川の危険度の切迫性を確認でき、
自治体は予測水位に応じてどの地区から順次避難情報を発信すべきか？等の判
断に資する。

• 現在、国土交通省管理の109水系の内、50水系にて水害リスクライン提供サイトの
運用を開始しており、今年度中には矢作川水系、豊川水系についても運用開始予
定。

水害リスクラインの主な機能
• 自治体向けには実況の危険区間に加えて6時間先までの予測水位に応じた危険

区間を確認でき、事前に優先的に避難情報を発令する地区等を把握可能。
• 危険区間に加えて越水・溢水、堤防決壊時の浸水想定区域も確認可能。

⽔害リスクライン 洪⽔
時の表示イメージ（別⽔
系の事例）

現在の河川状況を確認でき
⽔害の切迫性が伝わる

CCTVカメラ画像

越⽔・溢⽔の恐れ
のある区間を表示

危険⽔位超過
区間を表示

避難判断⽔位超
過区間を表示

避難警戒レベルに
対応した表示

⽔位観測所の⽔位状況
（自治体向けは予測⽔位も表示）

9
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③既設ダム洪水調節機能強化

②利水ダムの事前の放流（利水ダム管理者が河川管理者と協議のうえ実施）

一定規模以上かつ洪水吐ゲート等を有し、効果が見込まれるダムを優先的に実施

◆利水容量の洪水調節への活用

①多目的ダムの事前の放流（河川管理者が利水者の協力のもとに実施）

道府県管理ダムを含めた総点検を行い、施設改造が不要なダムで推進
施設改造等が必要な場合は治水効果の高いものから順次実施

利水ダムの空き容量を把握し、利水関係者へ
洪水貯留の協力を要請

利水関係者の治水協力の事例既存ダムの運用方法の改善による洪水調節

 「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能
と情報の充実に向けて（提言） 平成３０年１２月
異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能
に関する検討会」では、『速やかに着手して対応す
べきこと』として「利水ダムの治水への活用」を示し
ている。

※国交省所管ダムの
うち54ダムで実施

体制確保済み

◆緊急時における道府県管理ダムを含めた統合運用・事前の放流

降雨予測等の精度向上を踏まえ、操作規則を見直し、道府県管理ダム、利水ダム
を含め、 水系でダムの機能の最大限活用

出典：

既存ダムの洪
水調節機能強
化に向けた検
討 会 議 （ 第 １
回） 国土交通
省説明資料

既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議
（令和元年11月26日 内閣総理大臣決議）

 ダムによる洪水調節機能の早期の強化に向け、関係行政機関の緊密な連携の下、総
合的な検討を行うため、内閣総理大臣補佐官を議長とした「既存ダムの洪水調節機
能強化に向けた検討会議（第１回）」が、令和元年11月26日に開催された。

 この会議においても、洪水が予測された際に、多目的ダム及び利水ダムの利水容量
を事前に放流し、洪水調節に活用することをさらに推進していくことが示された。

利水ダムの空き容量や
操作規則の把握

洪水予測モデルと放流計画の共有

洪水予測モデルの予測精度向上
（水防災力の増強）

洪水予測モデルへ反映

利水関係
者の協力

※利水ダムの
うち7ダムで

実施体制確
保済み

 中国電力株式会社岡山支社は以下の内
容を検討
・平成30年7月豪雨時の検証
・事前放流の実施可能性と効果
・事前放流開始の条件
・事前放流実施による効果の限界とリスク
・情報公開

 河川管理者、関係自治体の理解と協力を
得つつ、2019年の梅雨期からの実施に向
け、準備を進めている。

豊川 ダムの位置図、諸元

【豊川の現状】
◆現在、豊川では水資源機構が管理する3ダム(大野頭首工：構造分類はダム)及び建設中である
設楽ダムがあり、洪水調節機能を有するダムがない。
◆豊川のダム群では、総貯水容量は4,200万m3、有効貯水容量4,000万m3、内洪水調節容量はな
く、設楽ダムが完成した場合有効貯水容量13,200万m3に対して、1,900万m3であり全体の約14％と
なる。

http://www.energia.co.jp/area/okayama/assets/info/2019/20190520_shinnariwa.pdf
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③既設ダム洪水調節機能強化

■豊川水系の既存ダム数は3ダム(利水：3)、総有効貯水量は約4,060万m3

■現時点では豊川水系に洪水調節容量はない
※設楽ダム完成時に総有効貯水容量の約21％

■今回の治水協定の締結により、最大約490万m3確保されることとなり、洪水時に洪水
調節に利用可能な容量は、総有効貯水容量の約12％に強化。

豊川水系におけるダム（位置図）

対象ダム

大野頭首工

宇連ダム

大島ダム

豊川水系ダム管理連絡調整協議会

組織名

国土交通省中部地方整備局
豊橋河川事務所

愛知県建設局

独立行政法人水資源機構
豊川用水総合事業部

農林水産省東海農政局
木曽川水系土地改良調査管理事務所

愛知県農林基盤局

愛知県公営企業管理者企業庁

静岡県公営企業管理者企業局

豊川総合用水土地改良区

牟呂用水土地改良区

松原用水土地改良区

湖西用水土地改良区

総有効貯水容量
4,060万m3

洪水調節可能容量
490万m3

総有効貯水容量の約12％

○現在の豊川水系の状況

総有効貯水容量
4,060万m3

洪水調節容量
なし

○今回の取組後の状況（最大）
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■取組の背景と目的

・豊川に現存する４つの霞堤地区（金沢、賀茂、下条、牛川）では、昭和 40 年代から現在までおよそ 20 回程度（令
和2年12月現在 22回）、概ね 2～3 年おきに浸水が発生していると推測されています。

・豊川霞堤地区における浸水被害の軽減を図るため、国土交通省中部地方整備局豊橋河川事務所、愛知県、豊橋市、豊
川市、豊川改修期成同盟会、豊川改修促進期成同盟会で構成する「豊川霞堤地区 浸水被害軽減対策協議会」（平成
28 年 1 月 18 日設立）において、「豊川霞堤地区浸水被害軽減対策計画」を策定し、小堤等のハード整備や情報提
供等のソフト対策の取組を推進していくこととしました。

平成30年10月洪水の浸水状況

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容
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■検討体制

14

・「豊川霞堤地区浸水被害軽減対策計画」を推進するための体制として、 「豊川霞堤地区浸水被害軽減対策協議会」、
「同作業部会」、「同地元説明会」の3つの会議体が設置され、年1回開催し、取組の進捗報告と意見交換を行っています。

・「作業部会」、「地元説明会」 は、4霞堤地区を豊橋市、豊川市のくくりで5地区に分けて開催しています。
豊橋市：牛川地区（牛川霞堤）、下条地区（下条霞堤）、賀茂地区（賀茂霞堤）
豊川市：三上地区（賀茂霞堤）、金沢地区（金沢霞堤）

「豊川霞堤地区 浸水被害軽減対策協議会」

国土交通省中部地方整備局豊橋河川事務所、愛知県、豊橋市、豊川市、
豊川改修期成同盟会、豊川改修促進期成同盟会で構成する

豊川霞堤地区 浸水被害軽減対策協議会 作業部会

豊川霞堤地区 浸水被害軽減対策協議会 地元説明会

行政機関（国土交通省中部地方整備局豊橋河川事務所、愛知県、豊橋市、
豊川市）、4霞堤5地区の住民代表者で構成する

4霞堤5地区住民で構成する

牛川地区 下条地区 賀茂地区 三上地区 金沢地区

牛川霞堤 下条霞堤 賀茂霞堤 金沢霞堤

牛川霞堤 下条霞堤 賀茂霞堤 金沢霞堤

牛川地区 下条地区 賀茂地区 三上地区 金沢地区

金沢地区

賀茂地区

13
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実施する目標期間

第２期
（概ね5年以内

：R2まで)

第３期
（概ね５～１０年以内

：R7まで)

1 浸水開始水位等の設定

国土
交通省

(簡易水位計設置後) （小堤設置後）

2

3 (運 用)

4 (設 置)

5 浸水案内看板等の設置 (設 置)

6

7

8

9
情報伝達訓練の実施（緊急
速報メール配信、タイムライ
ンを用いた訓練）

10 （ハザードマップへの反映）

11 建築確認申請時の指導

Ⅴ 小 堤 12

区分 カテゴリ No 内 容

事業主体

時系列の浸水想定区域図
の作成と提供

ハザードマップの作成・
公開

防災情報の周知（出前講座
の実施）

ハー

ド

対
策

小堤及び関連施設の設置
（排水樋門等を含む）

市ＨＰへ霞堤地区の浸水
状況を掲載

Ⅱ 情報提供
（平常時）

ソ
フ
ト
対
策

Ⅰ 情報提供
（雨天時）

ＣＣＴＶカメラ・簡易水位計
等の設置

メールの配信やアプリによる
情報提供

Ⅲ 自助・共助・
公助による
防災対策

農機具の待避場や住民の
一時避難場所の候補地及
び避難ルートを検討

Ⅳ 他の事業
主体との連携

(作成・提供)

(作成・公開)

第１期
（概ね3年以内

：H28～30)

(現 況)

(設 置)

(開発・試験運用)

(試験運用)

(調 整)

豊橋市・
豊川市

○

○

○ ○

愛知県

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○ ○

（小堤及び関連施設の設計・設置）（用地・設計）

■対策メニューとスケジュール

15

中部地方整備局④豊川霞堤地区浸水被害軽減対策計画の対策メニュー一覧

・「豊川霞堤地区浸水被害軽減対策計画」に位置付けられたソフト対策は情報提供（雨天時、平常時）、自助・共助・
公助による防災対策、他の事業主体との連携のカテゴリーで全11項目、ハード対策は小堤及び関連施設整備です。
・これらのメニューを平成28年度から10か年をかけて、３期に分けて整備していく計画となっています。
・令和2年度は取組開始から5か年目になります。

令和2年度末
の進捗状況

実施中

実施済

実施中

実施済

実施済

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

●︓実施済、 ▲︓実施中
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ソフト対策Ⅰ－1（浸⽔開始⽔位等の設定）
・第３回 豊川霞堤地区浸⽔被害軽減対策協議会以降の主な取り組みの進捗について

地区名 危険箇所 根拠 浸⽔開始⽔位 ※

牛川 市道路⾯⾼
TP+2.6m

豊川の⽔位上昇に伴う沖野排⽔路からの逆流により、駐
⾞場前の道路の浸⽔被害が最初に発生するため。

石田⽔位: 6.2m
標⾼︓ TP+25.4ｍ

下条 鷺橋路⾯⾼
TP+4.6m

豊川の⽔位上昇に伴う大江川からの逆流により、鷺橋付
近で県道の冠⽔が最初に発生するため。

石田⽔位: 6.2m
標⾼︓ TP+25.4ｍ

賀茂 市道路⾯⾼
TP+8.0m

豊川の⽔位上昇に伴い、霞開口部からの浸⽔による被害
が最初に発生する家屋の住⺠が避難する道路であるため。

石田⽔位: 4.7m
標⾼︓ TP+23.9ｍ

⾦沢 県道路⾯⾼
TP+14.0m

豊川の⽔位上昇に伴い霞開口部からの浸⽔による県道の
冠⽔が発生し、ライフラインが分断されるため。

石田⽔位: 6.2m
標⾼︓ TP+25.4ｍ

※ 観測所換算⽔位（石田︓石田⽔位観測所）

⾦沢地区賀茂地区下条地区牛川地区

・各地区における浸⽔開始⽔位設定箇所

16

第3期の実施予定
・浸⽔開始⽔位の精度検証
・⼩堤整備後の⽔位の⾒直し

第2期までの実施内容
・簡易⽔位計の浸⽔開始⽔位等の設定
・豊川・⽯⽥地点⽔位における浸⽔開始⽔位等の⾒直し

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

国⼟交通省
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簡易⽔位計

牛川 沖野川下流部

下条 鷺橋付近下流

賀茂 間川0.2k左岸付近

⾦沢 CCTV（⾦沢霞堤内）付近

ソフト対策Ⅰ－2（CCTVカメラ・簡易⽔位計等の設置）

簡易水位計（CCTV（⾦沢霞堤内）付近）

簡易水位計（CCTV（⾦沢霞堤内）の
ホームページ表示）

第3期の実施予定
・新規に簡易カメラ設置を追加、ポータルサイトへの掲載(国）
・⽔位計と連携したサイレン(市)、電光掲示板の整備に向けて
道路管理者・市と調整

第2期までの実施内容
・霞堤地区の浸⽔の情報を正確に把握するために豊川本川⽔位の上昇
により最も早く浸⽔する箇所等において簡易⽔位計を設置。

・回転灯と連動させることで霞堤地区内の住⺠に⽔位上昇と霞堤地区の
浸⽔の危険を周知。

・道路冠⽔区間の道路通⾏規制ルールの作成（愛知県）
・道路冠⽔区間の通⾏規制体制の構築（豊橋市）

国⼟交通省

道路冠⽔を知らせる
電光掲示板のイメージ

出典：「延岡市の事例」（H28.6）
http://www.city.nobeoka.miyazaki.jp
/display.php?cont=140808102929

⽔位を
HPで表示

回転灯の作動イメージ

水位が、道路冠水が始まる1時間

前（黄色）、道路冠水が始まるとき
（赤色）になると、点灯

豊川

浸水警戒水位（道路冠水が始まる
約1時間前）に達したとき

浸水開始水位（道路冠水が始ま
る標高T.P.+14.0m）に達したとき

洪水時②（道路冠水開
始）

実施済

16賀茂地区の例

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



■豊橋市の避難勧告等の基準
・豊橋市が定めている霞堤地区の水害時の避難勧告等の基準を以下に示します。

牛川霞堤地区

避難準備・
高齢者等
避難開始

豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、
石田水位観測所の水位が6.20mに達し、2時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難勧告 豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、
石田水位観測所の水位が7.40mに達し、2時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難指示
（緊急）

豊川及び豊川放水路の氾濫危険情報が発表され、
石田水位観測所の水位が7.40mに達し、2時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

下条霞堤地区

避難準備・
高齢者等避
難開始

豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、
石田水位観測所の水位が6.20mに達し、1.5時間経過し
て更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難勧告 豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、
石田水位観測所の水位が7.40mに達し、1.5時間経過し
て更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難指示
（緊急）

豊川及び豊川放水路の氾濫危険情報が発表され、
石田水位観測所の水位が7.40mに達し、1.5時間経過し
て更に同観測所の水位が上昇しているとき

賀茂霞堤地区

避難準備・
高齢者等避
難開始

豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、石
田水位観測所の水位が6.20mに達し、1時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難勧告 豊川及び豊川放水路の氾濫注意情報が発表され、石
田水位観測所の水位が7.40mに達し、1時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

避難指示
（緊急）

豊川及び豊川放水路の決壊・越水情報が発表され、石
田水位観測所の水位が7.40mに達し、1時間経過して
更に同観測所の水位が上昇しているとき

豊川霞堤防災情報ポータルサイトに示し
ている霞手地区浸水開始の目安

※別途、霞堤内の簡易水位計の水位が
上昇し、道路冠水が始まる頃に回転灯が
点灯

17

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



・豊川市が定めている霞堤地区の水害時の避難勧告等の基準を以下に示します。

三上霞堤地区

避難準備・高齢
者等避難開始

氾濫注意情報が発表され、豊川の石田水位観測所
の水位が4.70mに達し、更に水位が上昇している場
合

避難勧告 氾濫注意情報が発表され、豊川の石田水位観測所
の水位が5.70mに達し、更に水位が上昇している場
合

避難指示
（緊急）

豊川の石田水位観測所の水位が6.20mに達し、

又は氾濫警戒情報が発表され、更に水位が上昇し
ている場合

金沢霞堤地区

避難準備・高齢
者等避難開始

氾濫注意情報が発表され、豊川の石田水位観測所
の水位が4.70mに達し、更に水位が上昇している場
合

避難勧告 氾濫注意情報が発表され、豊川の石田水位観測所
の水位が5.70mに達し、更に水位が上昇している場
合

避難指示
（緊急）

豊川の石田水位観測所の水位が6.20mに達し、

又は氾濫警戒情報が発表され、更に水位が上昇し
ている場合

▼はん濫危険水位7.40m

▼水防団待機水位2.40m

7.0m

2.0m

▼避難判断水位6.20m

▼はん濫注意水位4.20m

【三上・金沢】避難指示 6.2m

石田水位観測所

▼

水防上の基準水位

【三上・金沢】避難勧告 5.7m
【三上・金沢】避難準備 4.7m

【金沢】浸水開始水位6.2m
【賀茂】浸水開始水位4.7m▼

豊川市の避難勧告等の目安

豊川霞堤防災情報ポータルサイトに
示している霞手地区浸水開始の目安

※別途、霞堤内の簡易水位計の水位が
上昇し、道路冠水が始まる頃に回転灯が
点灯

■豊川市の避難勧告等の基準

18

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



■愛知県による道路巡視・通⾏⽌めのルール（下条地区）
・豊川霞堤に関わる道路冠水時の道路巡視・通行止めルールが定め
られています。

「豊川（当古）の水位が3.5mを超え、さらに水上昇が見込まれる場合」
「道路パトロール、一般住民からの冠水情報」及び「警察、消防から
の通行止め依頼」

①勤務時間内：道路パトロール職員が対応
②勤務時間外：防災安全協定業者が対応

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容
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・豊川霞堤に関わる道路冠水時の道路巡視・通行止めルールが定め
られています。

「豊川（石田）の水位が3.6mを超え、さらに水上昇が見込まれる場合」
「道路パトロール、一般住民からの冠水情報」及び「警察、消防からの
通行止め依頼」

①勤務時間内：道路パトロール職員が対応
②勤務時間外：防災安全協定業者が対応

■愛知県による道路巡視・通⾏⽌めのルール（賀茂・三上地区）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容
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・豊川霞堤に関わる道路冠水時の道路巡視・通行止めルールが定め
られています。

「豊川（石田）の水位が5.3mを超え、さらに水上昇が見込まれる場合」
「道路パトロール、一般住民からの冠水情報」及び「警察、消防から
の通行止め依頼」

①勤務時間内：道路パトロール職員が対応
②勤務時間外：防災安全協定業者が対応

■愛知県による道路巡視・通⾏⽌めのルール（⾦沢地区）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容
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ソフト対策Ⅰ－3（メールの配信やアプリによる情報提供）

4霞堤地区別画⾯へ

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第3期の実施予定
・豊橋ほっとメールと豊川あんしんメールの活用・促進（霞地区の避難等
情報も含める）（市）

・逃げなきゃコールの紹介（国⇒市）
・関係市へアプリ導⼊事例の紹介(新潟県、静岡県菊川市など)（国⇒
市）

第2期までの実施内容
・霞堤地区に関連する⾬量分布やCCTVカメラ画像、豊川（⽯⽥地
点）・簡易⽔位計の⽔位、過去の洪⽔の様⼦等を霞堤地区別に確
認できる ポータルサイトを開設。

・霞堤地区内で建築などを⾏う際の留意事項を示した開発資料を同サ
イト内に公開。

豊橋河川事務所
ホームページの

トップページ画⾯

霞堤地区内の建築に関
する啓発資料へのリン
クを追加

国⼟交通省・豊橋市・豊川市

実施中
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事例︓豊橋ホットメール（出典︓豊橋市HP） 事例︓とよかわ安⼼メール（出典︓豊川市HP）

・豊橋市、豊川市の市⺠向けメール配信サービス

(参考資料）メール配信サービス

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容
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事例︓新潟県における取組事例
（出典︓https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/
attachment/181145.pdf）

菊川⽔系⿊沢川における取組事例
（出典︓国⼟交通省中部地⽅整備局浜松河川国道事務所HP
https://www.cbr.mlit.go.jp/hamamatsu/river/seibi_kiku/pdf/
kiku_20160224-7.pdf）

・全国他地域におけるメール・アプリの導⼊事例

静岡県菊川市では、メール情報配信サービス「茶こちゃんメール」や「⿊
沢アプリ（仮称）」により、緊急情報、気象注意報・警報、河川⽔位
情報、避難情報などを発信し、地域住⺠に迅速かつ的確な情報を提
供しています。

・静岡県菊川市における⿊沢川浸⽔対策としての
メールやアプリの導⼊事例・新潟県におけるスマートフォンアプリ「新潟県防災ナビ」の導⼊事例

新潟県では、一段加速した防災・
減災対策の新たな取組として、県
内全域の洪⽔・⼟砂災害・津波
などのハザードマップを閲覧する機
能などを有する、新潟県公式アプ
リ「新潟県防災ナビ」の運用を令
和元年7月5日から開始しました。
県⺠が、⾃らの命を⾃ら守るため、

利用してもらうよう広報・周知を
⾏っている。

24

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



26

ソフト対策Ⅰ－4（市ＨＰへ霞堤地区の浸水状況を掲載）

第3期の実施予定
・必要に応じて市ホームページの⾒直しを検討（市）

第2期までの実施内容
•豊橋市、豊川市のホームページに、豊橋河川事務所ホームページに
設置した霞堤地区防災情報ポータルサイトへのリンクを設定し閲覧
可能とした。

豊橋河川事務
所 霞堤防災
情報ポータルサ
イトへのリンク

豊橋河川事務
所 霞堤防災
情報ポータルサ
イトへのリンク

豊橋市ホームページ 豊川市ホームページ

豊橋市・豊川市

実施済

25

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



ソフト対策Ⅱ－5（浸水案内看板の設置）

看板の事例

第3期の実施予定
・必要に応じて、⾒直しを検討。 また、設置した看板の位置と
意味について地域への継続的周知を検討（市）

第2期までの実施内容
•戦後最大の昭和44年洪⽔規模の洪⽔時に想定される浸⽔深情報
（国）を基に、「まち」のなかに洪⽔関連標識として表示。
（市）

図 豊川の霞堤地区別の昭和44年洪⽔規模の浸⽔想定範囲と看板設置位置

実施済
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中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



ソフト対策Ⅱ－5（浸水案内看板の設置）

第3期の実施予定
・必要に応じて、⾒直しを検討。 また、設置した表示の位置と
意味について地域への継続的周知を検討（市）

第2期までの実施内容
•出⽔時に浸⽔のおそれがある箇所を道路⾯に表示（豊川市）

実施済

27

⾦沢地区の道路の注意喚起表示事例⾦沢地区のS44年洪⽔規模（破堤なし）の浸⽔想定範囲

施行箇所

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



ソフト対策Ⅱ－6（時系列の浸⽔想定区域図の作成と提供）

昭和44年8月洪⽔再現シミュレーション結果

⾦沢霞堤地区の破堤を考慮した最大浸⽔深

 

×

×破堤箇所

最大浸⽔深分布（破堤なし条件）

←豊川

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第2期までの実施内容
•霞堤地区毎に、昭和44年洪⽔規模、平成23年洪⽔規模の破堤なし
条件の浸⽔シミュレーション結果を基に、“霞堤地区内の浸⽔開始時点”
から１時間ごとに、最⼤５時間程度後までの浸⽔範囲の変化を図化し、
ポータルサイトに表示
•地元説明会の要望を踏まえ、昭和44年洪⽔規模の破堤あり条件の
浸⽔シミュレーション結果の浸⽔範囲の変化を追加

金沢地区

下条地区

時系列浸⽔範囲（破堤なし条件）

国⼟交通省

28

第3期の実施予定
・ポータルサイトに掲載したシミュレーション結果について地域への
継続的な周知を図る（国、市）

・地域防災マップや避難計画・避難ルートを検討する際の参考情報とし、
より安全な防災⾏動をとるために活用を図る（国、県、市）

・県管理河川の氾濫や内⽔による浸⽔情報等の検討状況に応じて更新・
統合を図っていく。（国、県）

実施済



ソフト対策Ⅱ－7（ハザードマップの作成・公開）

豊川市洪⽔ハザードマップ（豊川・豊川放⽔路の
氾濫により浸⽔した場合）（平成29年9月)

豊橋市 豊川・豊川放⽔路洪⽔ハザード
マップ地図⾯<想定最大規模>

（令和元年度公表）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第2期までの実施内容
•国⼟交通省豊橋河川事務所が公表した豊川・豊川放⽔路洪⽔浸⽔
想定区域図を基に、豊橋市、豊川市が洪⽔ハザードマップを作成し、公
表、ホームページに掲載。

（出典︓豊橋市ホームページ）

（出典︓豊川市ホームページ）（想定最大規模）

豊橋市・豊川市

「愛知県 みずから守るプロジェクト」
の取組イメージ

（出典︓愛知県ホームページ）

29

第3期の実施予定
・市全体の洪⽔ハザードマップ（公表済）の周知を図る。(市）
・愛知県のみずから守るプログラムの活用による地区版ハザードマップ等の
活用・作成（県、市）

実施済



ソフト対策Ⅱ－8（防災情報の周知（出前講座の実施））

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第3期の実施予定
・引き続き、⼩中学生や⾃主防災組織等の個別団体要請を
踏まえ、出前講座を実施（国）

・「豊川洪⽔記録誌（〜昭和44年8月5日〜）」を図書館、
学校、関係者に向けて順次、配布し、活用していく（国、市）

第2期までの実施内容
• 霞堤地区が校区に含まれる⼩学校で出前講座を実施。
• 地域で活動する個別団体要請により、出前講座を実施。
• 昭和44年8月洪⽔の発生から50年を迎えることから、昭和44年8月

洪⽔の記憶を語り継いでいくための記録誌の原稿を作成。

出前講座の様子（小学生）

出前講座の様子（自主防災組織）

国⼟交通省・豊橋市・豊川市

実施中

豊川洪⽔記録誌（〜昭和44年8月5⽇〜）のイメージ
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ソフト対策Ⅲ－9（情報伝達訓練の実施）

大村こども園（豊橋市）の洪水を想定した避難訓練の様子

配信された緊急速報メール緊急速報メールに関する
事前のお知らせ

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第3期の実施予定
・情報伝達訓練の結果を踏まえた、避難勧告等に係るタイムライン
の見直しや連携強化の推進等を実施（国、市）

第2期までの実施内容
• 平成30年度から「緊急速報メール」により、国土交通省が洪水時に
地域住民へ防災行動を促すエリアメール配信を開始したことを踏まえ、
平成30年5月30日に訓練発信を実施。
• 豊橋市の保育園を対象に、緊急速報メールを受けた避難訓練の支
援を実施。
• 霞堤地区に簡易水位計・回転灯が整備されたことから、国（豊橋河
川事務所）と愛知県（道路管理者）、市が連携し、霞堤地区の道
路通行規制を含めた情報伝達訓練を行い、避難勧告等に係るタイム
ラインの見直しを実施（令和2年度予定）。

国土交通省・豊橋市・豊川市

実施中

情報伝達訓練に用いる
避難勧告等に係るタイムライン

防災行政無線による
情報伝達のイメージ
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ソフト対策Ⅲ－9（情報伝達訓練の実施） 国⼟交通省・豊橋市・豊川市

実施中

机上訓練に用いた「避難勧告等に係るタイムライン」

●豊川の洪⽔時における⽔防の基準⽔位に応じた沿川⾃治体の避難勧
告に関する対応は「避難勧告着目型タイムライン」に時系列で整理され、
豊橋市や豊川市が出⽔時の対応の参考としています。
●令和元年度までに4霞堤のそれぞれに簡易⽔位計が整備され、現地の
⽔位情報の把握と回転灯による周辺地域への浸⽔の可能性の周知が可
能となりました。
●以上から、直近の出⽔である平成30年出⽔を例に当時の対応の振り
返りと今後の対応の円滑化に向けて、 「避難勧告着目型タイムライン」を
用いた机上訓練を⾏い、豊川の⽔位に応じた場⾯別対応を確認しました。

・「避難勧告着目型タイムライン」に基づく霞堤地区浸⽔時をイメージした机上訓練の概要

●開催日時︓令和2年12月3日(木）13︓30〜15︓40
●開催場所 豊橋河川事務所 会議室
●参加者
（河川管理者）国⼟交通省豊橋河川事務所
（市） 豊橋市（Web）、豊川市(対⾯）
（道路管理者）愛知県東三河建設事務所（⽋席）
●訓練内容︓H30年9月洪⽔を例とした時系列の⽔防・避難
勧告等の対応の確認、簡易⽔位計・回転灯の活用時期の確認

＜開催概要＞

時
間
の
推
移

⽔位情報
豊川（⽯⽥
地点・当古地
点）の⽔位

河川管理者の
対応（洪⽔予
報等）

市の対応
（避難勧告
等の発令等）

市の対応
（避難勧告
等の発令等）

県の対応
（道路交通
規制等）

■訓練の対象洪⽔（H30年9月洪⽔）︓4霞地区で浸⽔あり

●訓練で確認した事項
 国・市︓豊川の⽔位上昇に伴う体制・対応⾏動（洪⽔予報、避難

勧告等の発令）、調整事項（リエゾン、ホットラインの時期等）
 市︓霞堤地区に避難準備情報〜避難勧告等を発表するために

必要な時間
 簡易⽔位計の⽔位・回転灯を⾏動開始の目安とするタイミング

訓練結果
の反映

机上訓練の様⼦

豊川市、豊橋河川事務所

豊橋市
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住⺠の対応
（避難等）
住⺠の対応
（避難等）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



ソフト対策Ⅲ－10（農機具の待避場や住⺠の一時避難場所の候補地及び避難ルートを検討）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第3期の実施予定
・霞堤地区において整備された⽔位情報やホームページ等のソフト対策を
元に、「愛知県 みずから守るプロジェクト」等も踏まえ、関係機関が連
携して、地域の避難計画や防災マップ等の作成と避難訓練等を推進
（国、県、市）

・⾦沢地区で農機具避難場所を予定(豊川市、R3完成)
・ソフト対策Ⅱ－7 と合わせて次期以降作業部会で避難ルート等の確
認・住⺠周知の⼿法等検討（市）

第2期までの実施内容
• 昭和44年8月洪⽔規模の浸⽔シミュレーション結果（堤防破堤しな

い場合）を基に、霞堤地区外や地区内の避難所候補を検討。
• 避難場所等については、今後地元要望を聞きながら調整。

牛川霞堤地区の避難のイメージ
（S44.8洪水規模の浸水シミュレーション結果による）

「愛知県 みずから守るプロジェクト」の取組イメージ ⽔害⼿作りハザードマップのイメージ
（出典︔愛知県河川課ホームページ、https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kasen/0000078387.html）

国⼟交通省・豊橋市・豊川市

実施中
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ソフト対策Ⅲ－10（農機具の待避場や住⺠の一時避難場所の候補地及び避難ルートを検討） 国⼟交通省・豊橋市・豊川市

実施中
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・金沢地区では、農機具避難場所について、豊川市が地域の方々と連携して場所
を確保するようにしました。令和3年度内に整備完了予定です。

⾦沢地区のS44年洪⽔規模（破堤なし）の浸⽔想定範囲と農機具退避場所（⼯事予定地）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容



ソフト対策Ⅳ－11（建築確認申請時の指導）

霞堤地区への建築申請者に周知するための広報資料

不動産関係者への説明会の様子
（H30.3.8開催）

中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容

第3期の実施予定
・今後も要望に応じて、不動産関係者等へ説明会を⾏っていく。
（国）

・霞堤地区への建築申請者に適宜周知する（市）

第2期までの実施内容
• 霞堤地区への建築申請者に適宜周知するため、広報資料を用いた

説明会を開催し、ポータルサイトに資料を提示。

豊橋市・豊川市

実施中

・国⼟交通省豊橋河川事務所による
霞堤地区への建築申請者に適宜周知するための広報資料作成と
霞堤地区防災情報ポータルサイトにおける周知

国⼟交通省豊橋河川事務所は、
霞堤地区への建築申請者に適宜周知するための、広報
資料を作成し、不動産関係者への説明を実施しました。
また、霞堤地区防災情報ポータルサイトにこの広報資料を
掲載し、適宜活用できるようにしました。

豊川霞堤地区防災情報ポータルサイトにおいて
建築申請者に周知するための広報資料の公開箇所

・ポータルサイトトップページ ・地区別画面

選択

選択
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第3期の実施予定
・霞堤地区毎に、用地取得を進めつつ、⼩堤及び関連施設整備
を推進。(国）

第2期までの実施内容
• 霞堤地区毎に、順次測量・用地取得に着⼿。

ハード対策Ⅴ－12 （小堤及び関連施設の設置（排水樋門等を含む））

小堤及び関連施設整備イメージ図

国⼟交通省

実施中
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中部地方整備局④個別対策メニューの実施内容




